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１．はじめに 

 基盤整備センターでは、企業や個人が、人材

育成や能力開発を推進するためには、改めて「自

社の仕事や作業の内容を洗い出し、体系的かつ

段階的に整理することから始めること」が有用

であるとの視点から、業種毎に「職業能力の体

系」を整備しており、現在、93 業種である。(図
表１参照) 
 図表1 ：「職業能力の体系」整備業種(2013.3 現在) 

 

今年度においては、整備されてから10年以上を経過

した業種のうち、機械鋸・刃物製造業、鉄骨工事業、

鉄骨製造業など7業種について見直しを行った。 

 

２．機械鋸・刃物製造業の「職業能力の体系」の整

備にあたって 

 鋸・刃物は、工業用または産業用刃物といわれ、

ものづくりの過程において、材料を所定の寸法や形

状に切断する際に使われる機械工具であり、現場の

生産性や製品精度に大きな影響を及ぼす重要な役割

を果たしている。 

 取り扱う製品は、金属、木工用はもとより、紙製

品の切断用や粉砕用製品等まで様々であり、製品ご

とに製造工程も変わるだけでなく、カン・コツによ

るところもあり、製造を自動化することが難しい。 

しかしながら、事業所規模においては、1事業所

当たり従業員数100人未満の企業が多く、複数台の

機械を一人で担当せざるを得ない状況である。 

「職業能力の体系」を整備するにあたっては、上

記を考慮し、業界における製品分類の一つである「丸 

 

鋸・帯鋸」に絞り、従業員規模を「50名程度」とし

て調査研究を進めることとした。 

 

３．「業務の流れ」について 
 標準的な製品製造工程や部署間の連携など

を把握する必要があるため、「業務の流れ」を

作成した(図表 2参照)。これは、製造工程など

製造の部署の流れと営業などの間接部署の関

係を示した相関図であり、視覚的に企業全体の

業務の流れをイメージすることができる。 

 
図表 2：機械鋸・刃物製造業における「業務の流れ」 

 
 

主な業務は「営業」からはじまり、受注後、「生産

管理」部門で「資材調達」や「工程管理」といった製

造前の段取り等を行う。 

 その後、製造段階に入るが、製造工程は製品

によって異なる。一般的な製造工程としては、

「機械加工」、「熱処理」、「ろう付」、「仕上げ」

であり、外観等の最終的な検査を行って製品を

出荷する。

 

４． 「職務構成表」について 

図表 3は、機械鋸・刃物製造業の組織や体制

等を表す職務構成表である。「部門」は、企業

組織でいう〝部や課″に相当し、「職務」は企

業組織で〝係″を想定している。 

概要



 

大企業の場合は、「部門」が2つに分かれる場合もあ

るが、小規模事業所などでは、「部門」を設定せず、

「職務」からなる場合がある。この「職務構成表」が

企業でいう「組織図」と概ね対応している。 

図表3：「職務構成表」    以前整備した体系では、

機械加工の職務が多く盛

り込まれていたが、業界の

実情を踏まえ、「技術営業

」や「カスタマーサポート

」に加え、丸鋸・帯鋸製造

の特徴でもある「ろう付」

を職務として、「ひずみ取

り及び腰入れ」を「熱処理

」職務内の作業として明示

した。 

また、出荷前の「検査」

職務内容にも不足が見ら

れたことから、「外観検査

」作業だけでなく、「切削

検査」、「精度検査」を追加した。 

 

５．「職務分析表」について 

図表 4 の上段に機械鋸・刃物製造業の「職務

分析表」の一部を、下段に「構成と考え方」を

示す。「職務分析表」はこのようにツリー構造

となっている。

「業務構成」は「仕事」と「作業」から構成

され、一人の人が効率的かつ安全にできる一連

の動作を「作業」とし、その一定のまとまりを

「仕事」としている。「仕事」のレベルについ

ては、運営的な要素を除いて、カン・コツの必

要な「ひずみ取り及び腰入れ」をレベル 3、他

をそれ以下に位置づけることとした。

「能力構成」は、その作業における重要な動

作を「～できる」とし、その動作のポイントを

「～知っている」として関係付けをしている。

職務分析においては、全体としては現状に合わせて

職務を削除・追加・変更して、「業務の流れ」（図表2
）に沿って記述内容を整理した。 

図表４：「職務分析表」（一部抜粋）の構成と考え方 

部門 職務 仕事 ﾚﾍﾞﾙ 作業 作業に必要な主な知識、技能・技術
製造 機械加工 切断 1 のこ切断 切断機械の準備ができる

切断条件について知っている
のこ刃の状態について知っている
鋼材により適切な切断機械を知っている

切断機械により切断ができる
機械切断の安全作業について知っている
切断不良部の修正について知っている

砥石切断 切断機械の準備ができる
切断条件について知っている
砥石の状態について知っている
鋼材により適切な切断機械を知っている

切断機械により切断ができる
機械切断の安全作業について知っている
切断不良部の修正について知っている  

 

６．おわりに 

本調査研究は、日本機械鋸・刃物工業会の協力

を得て、機械鋸・刃物製造における標準的な「仕

事」や「作業」を洗い出すことで、企業等が行う

人材育成や能力開発等を効果・効率的に進めるた

めの基礎資料の整備を主な目的に実施した。 

「職業能力の体系」のうち「職務分析表」は、

企業の人材育成（評価、教育訓練)方針策定に

有用であるばかりではなく、労働者自身の自己

理解や目標の設定、ジョブカードの評価項目、

国の実施する各種教育訓練の目標などにも活

用されている。 

今後は、作成した「職業能力の体系」が企業等

においてより活用できる内容となるよう、活用事

例等を収集するなど、継続して内容を見直しして

いく必要がある。 
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 【本書の活用方法】 
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る相談援助の参考としている。 
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として活用されている。 
③ 官公庁に配布 → 国会図書館などで企業の人材育成担当者等が本書を参考資料として活用され

ている。当センターあてに問い合わせもある。 
 

注記 本報告書等は、基盤整備センター「職業能力開発ステーションサポートシステム 
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はじめに 

 

日本の経済社会は、世界に伍する技術力と、その技術力を支える人材によって発展を

遂げてきました。資源に乏しい我が国では、質の高い労働力こそが、国力の源泉、経済発

展の基盤です。 

近年における経済のグローバル化や、中国をはじめとする東南アジア諸国の成長は、

アジアでの巨大な需要の創出や海外進出など企業戦略の選択肢を増やす一方で、国際競争

の激化を意味します。このような労働市場をめぐる著しい環境の変化に対応するためにも、

国際競争力を有する人材育成を図ることはますます重要となります。 

国内の状況を顧みると、少子高齢化の進展は、労働市場も含めた社会全体に大きな影

響を与えています。労働人口の減少する社会において、活力ある経済社会を構築するため

にも、職業能力形成機会の乏しい非正規労働者をはじめ、若年者、女性、高齢者、障がい

者を含め、全ての働く人々の能力を高めることが不可欠といえます。 

人材育成にあたっては、社員に求める職業能力を分類・整理し、能力評価の基準を明

確にすることで、社員個々が有する能力を的確に評価することが可能になります。これに

より企業の有する職業能力が「見える化」され、過不足の無い組織的・体系的な人材育成

（研修・職業訓練・OJT・Off-JT 等）の計画と実施が可能になります。しかしながら、多

くの企業における人材育成は、自社の職業能力を分類・整理するノウハウの不足や時間的

制約などから、組織的・体系的な取組みとは言い難い状況があります。 

 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構では、企業の人材育成の取り組みを支

援するため、平成 11 年度から産業団体や企業等と連携を図り、産業分野や業種毎に「職

業能力の体系」の整備を進めて参りました。これら整備された「職業能力の体系」は、

個々の企業における人材育成に活用いただくほか、PDCA サイクルに基づいた公共職業訓

練の質保証や水準維持・向上のための基礎データとして活用しています。 

 

 本資料は、平成 11 年度に作成した機械鋸・刃物製造業の「職業能力の体系」について、

日本機械鋸・刃物工業会の協力を得て見直したものです。業界団体や企業におかれまして

は、この体系を活用いただき、益々の人材育成環境を整えていただくことを期待します。 

 

 最後に、本調査研究を進めるにあたり、ご協力いただいた日本機械鋸・刃物工業会をは

じめとする関係各位に対し、心より感謝を申し上げます。 

 2015 年 3 月 

職業能力開発総合大学校基盤整備センター 

所長 徳留 光明 
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機械鋸・刃物製造業における「職業能力の体系」の整備等に関する調査研究委員等一覧 
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